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1. はじめに 

近年日本各地において，大規模災害が多発し，その度に

通信インフラの破損や故障や急激な通信トラフィックの増

加による輻輳が発生した．このためインターネットを介し

た情報収集や伝達に大きな影響を及ぼす結果となった．ま

た災害時において求められる情報は多様であり，時間経過

に伴う状況変化によって必要とされる情報も変化してい

く．そしてこれらの情報は，より緊急性や信頼性が求めら

れているが，東日本大震災では，実際に情報伝達機能が復

旧するまで数日から数週間を要し，必要とされる情報がタ

イムリーに伝わらないなどの問題が生じた． 

 そこで本研究では，災害発生の前後や，通信が繋がる場

合と繋がらない場合など多様な状況下において，より安定

した避難支援活動と情報伝達を可能にするため，時間経過

に伴う状況変化によって必要とされる災害情報の重要度を

考慮した災害情報共有システムの提案を行う．  

2. システム概要 

2.1 システム構成 

本研究では，図１に示すように，災害直後において各自

治体ごとの被災地域を対象としており，被災者の利用端末

として Smart Device，各避難所に仮設されるローカルサー

バ，Internet越しに利用されるグローバルサーバから構成さ

れる． 

本システムの平常時における利用を考慮し，ハザードマ

ップや避難所情報の提供を行う．災害時には，L アラートか

らの緊急災害情報をトリガーとして，災害情報の提供，避

難所までの誘導，避難所における安否登録および被災状況

の確認を行うことを想定している． 

また災害直後は Internet や地域情報インフラに繋がらない

など，通信状態が劣悪になることが想定されるため，避難

所内にローカルサーバを設置し避難所内の情報収集を行う．

グローバルサーバは Internet 上にあるクラウドであり，平常

から利用されるが、災害時においては各避難所のローカル

サーバからの情報を同期統合してデータベースとして管理

される．またローカルサーバとグローバルサーバ間のデー

タ転送は遅延耐性ネットワークを有するモビリティ（自動

車やドローン）が定期的に行う[1]．このため，避難所では

リアルタイム性は確保できないが，劣悪通信環境でもデー

タ送受信が可能となる．  

2.2 時系列情報 

これまで筆者らの調査研究により，災害時に求められる情

報は表１のように，通常時から災害発生時，災害発生直後，

災害沈静化まで時間と共に変化する[2]．また災害直後にお

いては通信インフラの破損や障害のため，通信不能な状態が

数日から数週間に渡って継続する可能性があるため， 通信不

能状況を考慮した情報伝達やシステム機能が必要となる．本

研究においては，住民の生命の安全や安心を確保するため，

発生時から発生直後の７２時間に必要とされる情報とその提

供機能を実現する．  

3. システム機能 

通常時においては，通信インフラを利用して，Smart 

Device からグローバルサーバをアクセスすることが出来る

が，災害発生時には，通信インフラが利用出来ない状況が

想定される．この場合，Smart Device は L アラートなどか

ら発災情報の受信によって自動起動機能が動作し，あらか

じめ内部ストレージに格納されたモバイルハザードマップ

機能により最寄りの避難所までの経路表示と誘導をおこな

う．避難所到着後はあらかじめ仮設置されたローカルサー

バに安否情報の登録や被災状況の報告を行う．これらの情

報は，自治体や消防などのモビリティにより遅延耐性ネッ
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図 2 システム概要図 

表 1 災害時において求められる情報 
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トワークを利用して災害対策本部へ搬送され，グローバル

サーバへ同期統合される．  

3.1 自動起動機能 

図 2 に示すように、Smart Device において平常時モード

から災害時モードに自動的に切換えための機能であり，あ

らかじめ smart Deviceにアプリとして登録されており，Lア

ラートからの発災情報の受信によって動作を開始し，以下

のモバイルハザードマップ機能，安否情報機能や被災状況

機能を起動させる． 

3.2 モバイルハザードマップ機能 

Internet へのアクセスが出来ず，GIS が利用出来ない通信

環境において，安全な非難誘導をするために，予め Smart 

Device 内のストレージにその当該地域の危険区域や避難所

を記した電子地図を格納しておき，自動起動機能により立

ち上げ，GPS から位置情報を取得し，現在地と各避難所間

の道路上に適切な経路（自治体指定経路や最短時間経路等）

を示して誘導する機能である． 

3.3 安否情報登録機能 

避難所において自分の安否情報の登録と閲覧を行う機能

であり，登録する基本的なプロフィール（名前，住所，年

齢，性別）は予め入力されており，これに現在位置（避難

所），時刻が自動的に読込まれ，さらに安否情報のみが手

動で入力されるだけでローカルサーバに自動登録されデー

タベースとして管理され，遅延耐性ネットワークを利用し

て災害対策本部へ搬送され，自治体全体のデータベースと

して同期統合される．と同時に統合されたデータベースは

逆に各避難所に搬送され，ローカルサーバのデータベース

を更新する．このようにリアルタイムではないが，遅延時

間を許容することにより，各避難所においてグローバルサ

ーバの統合されたデータベースを閲覧することが可能とな

る． 

3.4 被災状況機能 

避難所において，災害直後における自治体から避難住民

向けの被災状況に関する情報や，逆に避難住民から自治体

への被災状況に対する問い合わせを伝える機能である．ロ

ーカルサーバが避難所ごとにとりまとめを行い，同様に遅

延耐性ネットワークによりグローバルサーバとノンリアル

タイムで情報のやり取りが行われる． 

4. プロトタイプ 

本研究の提案するシステムの有効性を確認するために，

図プロトタイプを構築した．Smart Deviceとしては Android 

OS のタブレットを利用し，グローバルサーバおよびロー

カルサーバとして Linux OS ベース PC サーバを利用した．

遅延耐性ネットワークとしては，DTN2を利用した． 

想定するシナリオとして，東日本大震災と同程度の地震が

発生し，岩手県内陸部が発生震度７により，県内各地で停

電および通信手段（有線および無線ネットワーク）が破損

および障害が起こり，通信機能が完全に利用出来ない場合

を想定し，避難民を自宅から避難所まで誘導し，安否情報

をローカルサーバに登録し，その後被災状況を確認するま

での流れに基づいて，その機能をおよび性能を評価する． 

5. まとめ 

本研究では，災害時の劣悪な通信状況下において，より

スムーズな避難支援活動と情報伝達を可能にするため，時

間経過に伴う状況変化によって必要とされる情報を的確に

提供できる災害情報共有システムの提案を行った．そして

必要な情報および提供する機能について述べた．現在プロ

トタイプを構築し，これらの機能を実装中である． 

今後の課題として，よりユーザの利用を容易にするための

インタフェース部分の改良や，より多くの災害情報を扱い

事により高機能化することと，避難訓練を通して実際に住

民に利用していただくことで本システムの実用性を実証し

ていく予定である． 
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図 2 自動起動機能 

図 3 モバイルハザードマップ 

図 4 プロトタイプ構成図 
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